
鳥取市まちなか空き家改修支援事業補助金交付要綱

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取市まちなか空き家改修支援事業補助金（以下「本補助金」と

いう。）について、鳥取市補助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、空き家とは、中心市街地の活性化に関する法律（平成１０

年法律第９２号）第９条の規定に基づき認定され、現に計画期間内にある鳥取市中心

市街地活性化基本計画に基づく中心市街地（以下｢中心市街地｣という。）の区域内に

存する別表の第２項に掲げる補助対象建築物（以下｢補助対象建築物｣という。）をい

う。 

（交付目的） 

第３条 本補助金は、補助対象建築物について、別表の第１項に掲げる事業を行う同表

の第３項に掲げる者に対して費用の一部を補助することにより、空き家の利活用の促

進と、居住人口の増加を図ることを目的とする。 

（補助対象者） 

第４条 本補助金の交付の対象者となる者（以下｢補助対象者｣という。）は、別表の第

３項に掲げる者（当該建築物の共有者である場合にあっては、他の共有者全員の同意

を得られた者に限る。）とする。 

２ 前項に定める補助対象者は、次の全てを満たす者であることとする。 

⑴ 過去に本補助金や空き家の改修等に関する他の補助金等の交付を受けていない

こと。 

⑵ 補助対象者の属する世帯全員又は補助対象者となる法人等が次に掲げる市税等

を滞納していないこと。 

 ア 市税 

 イ 国民健康保険料 

 ウ 後期高齢者医療保険料 

 エ 介護保険料 

 オ 保育所保育料 

 カ 下水道使用料 

 キ 下水道受益者負担金 

 （補助対象工事） 

第５条 本補助金の交付の対象となる工事（以下「補助対象工事」という。）は、空き

家の利活用に必要な改修工事であって、当該工事に係る費用（土地の購入に要する費

用を除く。）の総額が５０万円以上のものとする。 

２ 補助対象工事は、鳥取市内に本店、営業所等を有する事業者に施工させなければな



らない。 

３ 補助対象工事は本補助金の交付決定後に着手し、当該補助金の交付決定があった日

の属する年度末までに完了しなければならない。 

 （補助対象経費） 

第６条 本補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象工

事に要する別表の第５項に掲げる費用（土地の購入に要する費用を除く。）とする。 

 （補助金の算定等） 

第７条 本補助金は、補助対象経費の額（仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費

税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規

定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と、当該金額に地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額の合計額を

いう。以下同じ。）を除く。）に同表の第６項に定める率を乗じて得た額（１，００

０円未満の端数は、これを切り捨てる。）と、同表の第７項に掲げる補助限度額のい

ずれか少ない額とする。 

２ 本補助金は、同一の空き家につき１回限り交付するものとする。 

３ 補助対象建築物において居住のための改修とその他の用途への改修を同時に実施す

る場合であっても一戸当たりの補助限度額を適用する。

 （交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」という。）は、補

助対象工事の実施前に規則第４条の補助金等交付申請書に次に掲げる書類を添えて

当該年度の１２月末日までに市長に提出しなければならない。 

⑴ 事業計画書（様式第１号） 

⑵ 事業収支計画書（様式第２号） 

⑶ 補助対象工事に係る見積書（内訳書を含む。）の写し 

⑷ 補助対象工事に該当する予定箇所の写真 

⑸ 空き家の改修に関する所有者の承諾書（様式第３号（賃借人のみとする。））の

写し 

⑹ 市税等納付状況確認同意書（様式第４号（法人の場合は様式第４号の２））

⑺ 誓約書（様式第５号） 

⑻ 空き家の所有者が確認できる登記事項証明書の写し 

⑼ 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める書類 

２ 本補助金の交付を受けようとする者は、当該者が免税事業者、簡易課税事業者、特

定収入割合が５パーセントを超えている公益法人等（消費税法別表第三に掲げる法人

及び同法第２条第７項に規定する人格のない社団等）又は仕入控除税額が明らかでな

いときは、前条第１項の規定にかかわらず、仕入控除税額を含む補助対象経費の額に



別表の第６項に定める率を乗じて得た額（以下「仕入控除税額を含む額」という。）

の範囲内で交付申請をすることができる。 

 （交付の決定） 

第９条 市長は、前条第１項に規定する申請書その他の書類を受理したときは、速やか

にこれらの書類を審査して本補助金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 本補助金を交付することができないと認めたときの規則第７条第３項の通知は、

鳥取市まちなか空き家改修支援事業補助金交付却下通知書（様式第６号）によるもの

とする。 

３ 市長は、前条第２項の規定による申請を受けたときは、第７条第１項の規定にかか

わらず、仕入控除税額を含む額の範囲内で交付決定をすることができる。この場合に

おいて、仕入控除税額が明らかになった後は、速やかに交付決定に係る本補助金の額

（変更された場合は、変更後の額とする。以下「交付決定額」という。）から当該仕

入控除税額に対応する額を減額するものとする。 

 （交付の条件） 

第１０条 本補助金に関し、規則第６条第１項に規定する補助金の交付の条件として

次に掲げる条件を付する。 

⑴  交付決定通知があった日から３月以内に対象工事に着手すること。 

⑵  補助対象工事を第５条第３項に規定する日までに完了すること。 

⑶ 別表の第４項に掲げる要件をすべて満たす者であること。 

⑷ 別表の第８項に掲げる要件をすべて満たすこと。 

⑸ 申請者が賃貸人である場合であって補助対象建築物の入居者全員が別表の第４

項イに定める期間（以下「入居要件期間」という。）内に退去することとなったと

き、又は申請者が所有者若しくは購入者で自ら入居する場合であって入居要件期間

内に退去することとなり補助対象物件を賃貸に出すこととしたときの変更にあっ

ては、その退去の日から６か月以内に新たに別表の第４項に掲げる条件を満たす入

居者を決定すること。この場合において、新たな入居者に対する別表の第４項の適

用については、同項中「１０年以上」とあるのは「１０年から前の入居者の入居期

間を除いた期間以上」とする。 

⑹ 本補助金の交付の決定を受けた日から１０年（第１３条の期間が１０年を超える

ときは、当該期間）を経過する日までの間は、補助対象建築物を取壊し、又は売却

しないこと。 

（補助事業等の変更） 

第１１条 規則第９条第１項の市長が別に定める変更は、次に掲げるもの以外の変更と

する。 

⑴ 本補助金の増額 

⑵ 本補助金の２割を超える減額 



（実績報告等） 

第１２条 申請者は、補助対象工事が完了したときは、規則第１２条の実績報告書に次

の各号に定める書類を添えて市長に提出しなければならない。 

⑴ 事業報告書（様式第１号） 

⑵ 事業収支決算書（様式第２号） 

⑶ 工事請負契約書の写し又は設計業務委託契約書の写し 

⑷ 補助対象工事内訳書 

⑸ 補助対象工事の成果が確認できる図面、改修前後の写真 

⑹ 建築確認が必要な建築行為の場合は検査済証の写し又は完了届の写し

建築確認が不要の場合は不要であることの協議書の写し

⑺ 賃貸借契約又は売買契約等の写し 

⑻ 支払いが確認できる領収書の写し 

⑼ 転居後の世帯全員分の住民票（居住の場合） 

⑽ 居住者の町内会・自治会加入証明書（様式第７号）（居住の場合） 

⑾ 入居確認書（様式第７号の２）（居住以外の用途へ改修の場合） 

⑿ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 実績報告は、補助対象工事の完了後１月以内の日又は補助対象工事の完了の日の

属する年度内のいずれか早い日までに行わなければならない。 

３ 本補助金の交付を受ける者（以下「補助事業者」という。）は、実績報告に当た

り、その時点で明らかになっている仕入控除税額（以下「実績報告控除税額」とい

う。）が交付決定額に係る仕入控除税額（以下「交付決定仕入控除税額」とい

う。）を超える場合は、補助対象経費の額からその超える額を控除して報告しなけ

ればならない。 

４ 補助事業者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合におい

て、その額が実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えると

きは、当該交付決定控除税額）を超えるときは、様式第８号により速やかに市長に

報告し、市長の返還命令を受けて、その超える額に対応する額を市に返還しなけれ

ばならない。 

 （財産の処分制限） 

第１３条 規則第１６条第１項ただし書きの期間は、減価償却資産の耐用年数に関する

省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間（同令に定め

のない財産については、市長が別に定める期間）とする。 

（要件期間内における入居者の変更） 

第１４条 申請者は、補助対象物件の入居者の全員が入居要件期間内にやむを得ず退去

し、要件を満たさなくなった場合は、速やかに鳥取市まちなか空き家改修支援事業入

居者退去報告書（様式第９号）を市長に提出しなければならない。 



２ 前項の場合において、第１０条第５号に該当するときは、鳥取市まちなか空き家改

修支援事業入居者変更報告書（様式第１０号）に次の各号に定める書類を添えて、市

長に提出しなければならない。 

⑴ 賃貸借契約又は売買契約書等の写し 

⑵ 世帯全員分の住民票（居住の場合） 

⑶ 居住者の町内会・自治会加入証明書（様式第７号）（居住の場合） 

⑷ 入居確認書（様式第７号の２）（居住以外の用途へ改修の場合） 

（雑則） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか本補助金に関し必要な事項は、都市整備部長が

別に定める。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年８月１９日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年５月８日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年１２月７日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年７月７日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年５月２４日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年４月８日から施行し、令和２年度の補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年９月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年８月１日から施行する。 

 附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

   附 則 



 この要綱は、令和５年６月１日から施行し、令和５年度の補助金から適用する。 



別表

１ 補助事業 居住のための改修 飲食、物販、自家販売、サービス業等の

店舗、シェアハウス等の寄宿舎、ゲスト

ハウス等の宿泊施設、コミュニティ施設

又はコワーキング施設の用途に供するた

めの改修

２ 補助対象建

築物

中心市街地内に所在する一戸建て住宅又は長屋建て住宅(共同住宅、重

層長屋は除き、店舗等併用住宅を含む。）で、次のいずれかに該当す

る建築物（過去に本補助金を活用して改修したものを除く。）

⑴ 建築後３０年以上経過した、１年以上利用がない空き家。ただ

し、不動産事業者が媒介等契約を締結し又は所有しているもの（以下

「媒介等契約物件」という。）又はかつて媒介等契約物件であったも

の（媒介等契約物件でなくなってから１年以上経過している空き家を

除く。）の場合には、媒介等契約物件となった日から起算し、連続し

て２年以上利用がない空き家

⑵ 建築後３０年未満で、２年以上利用がない空き家。ただし、媒介

等契約物件又はかつて媒介等契約物件であったものの場合には媒介等

契約物件となった日から起算し、連続して２年以上利用がない空き家

⑶ 空き家となってからの期間が連続して５年以上の空き家

３ 補助対象者 補助対象建築物を所有、賃貸借（サブリースを含む。）又は購入しよ

うとする者で、次のいずれかに該当する者（当該建築物の共有者であ

る場合にあっては、他の共有者全員の同意を得られた者に限る。）

⑴ 県内に在住する個人

（実績報告日までに県内に移住する者を含む。）

⑵ 県内に主たる事務所又は活動拠点を置く団体

⑶ 県内に本店を置く事業者（個人事業者を含む。）

⑷ 県外に在住する個人

（相続により補助対象の空き家等を所有するに至った者に限る。）

４ 入居の条件 実績報告日までに補助対象建築物

に世帯当たり１名以上が入居する

ものとし、当該居住者のうち１名

以上は、次に掲げる要件を全て満

たす者であること。

ア 交付申請の日における年齢が

４５歳未満で、かつ中心市街地外

実績報告日までに補助対象建築物

を活用するものとし、次に掲げる

要件を全て満たす者であること。

ア 新規起業又は中心市街地外か

ら中心市街地に事業移転する者で

あること。

イ 工事完了日より１０年以上活

用すること。



から中心市街地に転入する者であ

ること。

イ 工事完了日より１０年以上居

住すること。

ウ 地域の自治会に加入するこ

と。

５ 補助対象経

費

空き家の利活用に必要な改修工事（母屋の改修工事に伴って実施する

場合に限り、土蔵、倉庫、車庫等附帯建築物の改修工事を含む。）に

要する次に掲げる費用

⑴給排水・電気等設備、内外装改修工事費用（テレビ、冷蔵庫、ルー

ムエアコン、洗濯機等の家電、造り付けではない家具及び棚等に要

する費用並びに申請者が自ら施工する場合（技能保持者等が適正に

施工するものを除く。）の材料の購入費用は除く。）

⑵住宅以外の用途に転用する場合、法令適合に必要な費用

⑶設計等費用

⑷家財道具の撤去処分費用

⑸外構整備費用

ただし、⑶から⑸に掲げる費用は⑴及び⑵に掲げる費用に附帯し、そ

の合計額は⑴及び⑵に掲げる費用の合計額の１／２を限度とする。

６ 補助率 補助対象経費の１／２

７ 補助限度額 一戸当たり５００千円

８ 補助要件 １ 補助対象建築物は次のすべての要件を満たすこと。

⑴ 国又は地方公共団体等が所有するものでないこと。

⑵ 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）その他関係する法令に

違反していない建築物であること。

⑶ 住宅以外の用途に転用する場合は、関係法令に適合するものであ

ること（ただし、公序良俗に反するもの、政治活動、宗教活動等を

目的とした利用及び風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す

る法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に規定する風俗営業、

性風俗関連特殊営業、特定遊興飲食店営業又は接客業務受託営業

に該当するものへの転用はすることができない。）

２ 補助対象者自らが改修後に入居する場合、事業実施期間内に入居

すること。また、補助対象者自らが入居しない場合、事業実施期間

終了までに賃貸・売買等に係る契約若しくは媒介等契約を締結する

こと。ただし、既に媒介等契約を締結している対象建築物を改修後

に再度媒介等契約を締結する場合は、補助対象としない。



３ 補助対象者自らが対象建築物の所有者であり、改修後に自ら入居

する場合、補助対象者は原則として当該対象建築物を所有してから

２年未満（ 当該所有が相続により 取得されたものであるときは、

５年未満 ）の者であること。ただし、補助対象者が鳥取市外に居

住する者であって、対象建築物を相続により取得したものであると

きは、取得してから５年以上経過した後も補助の対象とすることが

できる。

４ 県産材を活用した改修への補助金、耐震改修工事への補助金その

他国、県及び市町村の他の補助金の交付を受けていないこと（各補

助金の補助対象経費が明確に区別でき、互いに重複がない場合を除

く。）。


